
クーリング・オフについて

１ 訪問販売や電話勧誘販売、連鎖販売取引（マルチ商法 、特定継続的役務提供、業務提供誘引販売取引（内職・モ）
ニター商法）で契約してしまった場合、一定要件のもとであれば、消費者から一方的に契約を解除することができ
ます （特定商取引法９条、２４条）。

２ 訪問販売などの場合のクーリング・オフできる要件
(1) 特定商取引に関する法律（特定商取引法）で指定された商品・サービス・権利です。乗用車には適用されませ
ん。

(2) 化粧品・健康食品等の消耗品は未使用分のみです。
(3) 代金の総額が３，０００円以上です。
※ 使用すると商品価値がなくなることを、書面で知らされていなかった場合には、使ってしまってもクーリング
・オフが適用されます。

○ 上記以外でもクーリング・オフができる場合があります。

３ クーリング・オフ期間（期間内の消印で通知書を発信すれば、業者に届くのが期間を過ぎていても有効です ）。
書面交付のあった日から起算して
訪問販売 ８日間(1)
電話勧誘販売 ８日間(2)
連鎖販売取引 マルチ商法 ２０日間(3) （ ）
特定継続的役務提供 ８日間(4)
（いわゆる☆エステテックサロン☆語学教室☆家庭教師派遣☆学習塾 ）。
※ クーリング・オフ期間が過ぎても中途解約（中途解約手数料必要）
業務提供誘引販売取引（内職・モニター商法） ２０日間(5)

４ クーリング・オフの効果
(1) 契約を解除しても、損害賠償金や違約金を支払う必要はありません。
(2) 支払済みの現金は、全額返金されます。
(3) 商品を受け取っている場合は、商品を引き取ってもらえます。

５ 除外規定（特定商取引法２６条）
一般の店舗販売及び通信販売には、クーリング・オフ制度は適用されません。

６ その他
詳しいことについては、県民安全相談センター、警察署、秋田県生活センターにお問い合わせください。

◎ クーリング・オフの文例
法律によるクーリング・オフは、必ず書面で行なう。

※ 内容証明郵便か葉書を簡易書留で郵送。

ハガキ（簡易書留）の例
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